2011年度政府予算編成に関する要請報告（地方三団体）

　さて、2010年11月15日・16日に、地方三団体（知事会、市長会、町村会）に対して2011年度政府予算編成に関する第2次要請行動を実施しました。

　詳細は、以下をご参照下さい。

【全国知事会要請】

　全国知事会への要請は、11月16日10時から行った。自治労側は、石上総合政治政策局長、島添社会保障局長、長沢組織対策局長、舩山県職共闘議長が参加した。全国知事会は、重松調査第一部長、杉原調査第二部長、鶴島調査第一部副部長、小野調査第二部副部長らが対応した。

　自治労からは石上総合局長が「地方交付税については政府の中期財政フレームもあり危機感を持っている。最低でも昨年並みを確保したい。知事会としても同じ方向だと認識しているので、知事会としても政府に働きかけをお願いしたい」と述べた。また、舩山県職共闘議長からも「各県でも集中改革プランなどで人員も削減され、賃金についても独自カットされ、職員の士気も低下している。現状を改善するために、知事会としても政府に働きかけてほしい」と述べた。

　自治労側の要請に対し、全国知事会側は「基本的には自治労と同じ認識だ。各知事もやむをえない措置として賃金カットや人員削減を行っている。この原因は三位一体改革で地方交付税が削減されたことにあり、知事会としても復元を政府に要請していく。また、国と地方の協議の場をつくるように求めていく」と回答した。また、交付税に関連して、「財務省の財政審議会で交付税に対する批判が展開される一方で、与党の国会議員のなかにも、地方交付税を補助金と勘違いするなど、交付税制度に対する誤解がある。自治労としても政府や与党議員に働きかけてほしい」との指摘があった。

【全国市長会要請】

　11月15日13時30分から全国市長会への要請を行った。自治労からは、石上総合政治政策局長、島添社会保障局長が参加した。全国市長会は、中村財政部長、山本財政副部長が対応した。

　自治労側の要請に対し、全国市長会側は「地方財政の充実・税財政制度改革について、要請いただいた内容は市長会としてもほぼ同じ立場である。市長会としては17、18日に行われる秋の市長会議で要望をまとめるところ。地方交付税については政府の中期財政フレームでは昨年と同水準を確保するとされているが、社会保障費の自然増分などどう扱われるか不透明な部分も多いと考えている。また、民主党ＰＴでは子ども手当について増額と言われており、地方負担が増えるのではと不安がある。一括交付金化については政府及び民主党に度々ヒアリングをうけているが、政府側の制度設計があいまいで議論の動きもよく分からない。制度設計にあたっては、事務手続きの簡略化や予算を次年度に繰り越せるようなシステムが必要。税制改革については、法人税の引き下げや環境税に関わる自動車諸税の見直しなど地方交付税への跳ね返りが懸念されるので、注意していきたい」などと回答した。

　最後に自治労側から「政府の地域主権改革は制度設計の最中である。今後とも意見交換を行いながら、政府に対して地方の意見をしっかり伝えていただきたい」とし、要請を終えた。

【全国町村会要請】

　全国町村会への要請は11月16日13時から行った。自治労側は、石上総合政治政策局長、島添社会保障局長、米山全国町村評議会副議長が参加した。全国町村会は、雨宮行政部副部長、小川財政部副部長、菅原経済農林部副部長が対応した。

　自治労側の要請に対し、全国町村会は「経済・雇用危機に対応する地方財政の充実については自治労と我々の想いは同じ。特に地方交付税については三位一体改革で税源移譲はされたが、税源のない町村にとっては税源移譲の効果はなく、命綱である交付税は減らされた。より財政地域格差が広がったので、これを復元してもらうことを第一に要求する。それに先立ち町村への段階補正が２０００億円削られた。これが1/3復元になったが、まだまだ足らないため、完全復元に向けた道筋を取ってもらいたいというのが、我々の想い。そういったことも要望していきたい。また財政運営戦略で、平成23年度から3年間、中期財政フレームが策定されたが、社会保障費の自然増等があり、地方の財源を確保するということを強く申し入れたい」などと回答した。

　最後に、自治労側から「この間、地方公共団体の集中改革プランで定員を削減されており、賃金合理化も含めかなり進んでいる。根本的には財政問題を解決しなければならないと思うが、是非、全国の首長には定員削減・賃金合理化等解消をお願いするというメッセージを届けてもらいたい」とし、要請を終了した。

以　　上

